
【問】 

  A 氏は B 株式会社（B 社）の代表取締役として、

発行済株式を全部保有しています。B 社は甲事業と

乙事業を営んでおり、A 氏の長男と次男がそれぞれ

甲事業、乙事業の責任者として経営に参加していま

す。A 氏の死亡後、長男と次男が揉めないように、

B社をどのように承継させたらよいでしょうか。 

 

【回答】 

１．会社分割を活用した対策の概要 

 現状のまま遺言もなく A 氏の相続が開始した場合、

B 社株式を兄弟でどう分けるかでトラブルになるおそ

れがあります。また遺産分割協議により、兄弟がそれ

ぞれ B 社の株式を半分ずつ相続したような場合には、

会社の意思決定に支障が出る問題があります。 

上記の問題点を踏まえれば、A氏が生前に B社を甲

事業、乙事業と事業別に二つに分割しておくことが有

効な対策となります。具体的には、B 社は甲事業を営

む会社として存続させる一方で、乙事業を営む会社と

して C社を下記２の会社分割により設立（会社法 762

条以下。以下「新設分割」。）します。生前にそのよう

な対策を実行することにより、A 氏の相続開始時には

相続財産が B社株式と新設の C社の株式になります。 

B社株式とC社株式を長男と次男兄弟がそれぞれ相続

することで、遺産分割とその後の会社経営にかかるト

ラブルを未然に防ぐことができます。税務上は、A 氏

が生前に上記の会社分割を行い、①分割後の B社株式

と C 社株式を相続開始時まですべて保有する予定で、

②他に B社からは何も給付を受けなければ、その他の

要件を満たすことにより適格分割となり、課税の問題

も生じません（下記２参照）。A氏の相続開始後に、B

社を甲事業、乙事業と事業別に分割することは可能で

すが、すでに兄弟間でトラブルが顕在化している場合

には、会社分割を行うことが手続面も含めて煩雑にな

ります。会社分割による遺産分割対策は、A氏が B社

のオーナー経営者であるうちに実行すべきでしょう。 

２．会社分割を実行した場合の税務上の取扱い 

 会社分割とは、株式会社または合同会社がその事業

に関して有する権利義務の全部又は一部を分割により

他の会社に承継させることをいいます（会社法 2条 29

号、30 号）。この場合の「他の会社」には、既存の会

社のときと新設会社のときとがありますが、本稿では 

新たに会社を設立する「新設分割」を想定します。

新設分割にかかる税務上の取扱いをまとめると、次

のとおりになります。 

(1)分割した場合の株主 A氏の課税（所得税） 

  分割により新設される C社が、A氏に対して C社

株式以外の資産を交付しなければ、法人税法上の「適

格分割型分割」に該当します。適格分割型分割に該

当する場合の A氏の課税関係は次の通りです。 

①C社株式に関してみなし配当は生じません（所得 

税法 25条第 1項 2号）。 

②A 氏の側から見ると、実態として会社分割の前後

で B社株式の価値の一部が C社株式に変わった（移

転した）だけであると考えられます。したがって、

この分割によりB社株式からC社株式へ移転した株

式の価値については、B 社株式の取得価額の一部を

C 社株式の取得価額に付替える計算のみを行い、譲

渡所得課税は行いません（所得税法施行令 113条・

租税特別措置法 37条の 10第 3項 2号かっこ書）。 

（2）B社と C社の課税（法人税） 

  適格分割型分割を行った場合には、B 社の乙事業

に係る資産および負債を適格分割直前の簿価でC社

に引き継ぎます（法人税法 62 条の 2）。よって、B

社において乙事業の分割に伴う資産負債の譲渡損益

は認識せず、B社と C 社に課税関係は生じません。 

３．会社分割の実行による相続税への影響 

  会社分割を行うことにより、A 氏に係る相続税の

計算上、会社分割前の B社株式の相続税評価額に比

べ、分割後の B社株式と C社株式の相続税評価額の

合計額が大きくなる場合があるので注意が必要です。 

  例えば、会社分割後 3年以内にオーナー経営者に

相続が発生した場合、C 社株式の純資産価額の計算

上、C 社がその土地や家屋の取得（＝会社分割）後

3 年以内に A 氏の相続が発生したことになるので、

その土地や家屋は相続税評価額ではなく通常の取引

価額で評価されることになります（財産評価基本通

達 185）。路線価や固定資産税評価額に基づく相続税

評価に比べて、通常の取引価額に基づく評価の方が、

相続税評価額は通常高くなります。また、この場合

の C社株式は、開業後 3年未満の会社の株式となる

ので、純資産価額方式のみによる評価となり、一般

的に相続税評価額の低くなる類似業種比準価額によ

る評価はできません（同 189-4）。 
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